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1．　サッチャー政権の成立
　1979年5月の総選挙で，マーガレット・サッチャー（Margaret　Thatcher）を党首とする保守党政権i
が5年ぶりに成立した。サッチャー保守党は，1983年6月の総選挙でも地滑り的な大勝利を収め，そ
して1987年6月の総選挙でも三たび勝利を収めた。サッチャー政権はイ・ギリス政治史上で例をみない
長期政権として9年目に入っている。マネタリズム，反ケインズ主義，反バッケリズム（Butskellism）
新自由主義，ポヒ゜ユリズム（Popullism）などと特徴づけられるサッチャー主義（Thatcherism）の政策
の8年間にわたる実践は，主要な側面において，戦後の労働党および保守党政権の一貫した政策基調
であったバツケリズムからの大転換あるいはむしろ逆転であった。そして，それがイギリス経済に与
えた影響は深刻であった。
　とはいえ，サッチャー政権の登場は，けっして偶発的なものでも降って湧いたようなものでもな
く，その政策的繭芽はすでに1950年代末に向う頃に現われており，70年代に入ってバツケリズムから
の転回がしだいに重要な現実の流れになりつっあった。サッチャー政権の登場一サッチv’一主義の
政策的展開のための伏流は，すでに有力なものとなりつつあったのである。福祉国家と完全雇用を最
優先の課題とするケインズ主義的な政策実践は，イギリス資本主義の内外の諸条件のもとで，とりわ
け石油危機以降，結果的には激しいスタグフレーションないし失業とインフレーションと国際収支危
機（ポンド危機）というトリレンマに帰結し，それらからの脱却一イギリス資本主義の再生へのも
っとも資本家的な方途として，イギリス資本主義の衰退と困難の元凶をケインズ主義＝バツケリズム
に求め，その逆転っまり新自由主義＝サッチャリズムへの期待が高まりつっあった。そして現実に
1974－79年のウイルスンーキャラノ・ン（Wilson－Callaghan）労1動党政権は，すでにその後半期に事実
上サッチャー主義的政策を実施せざるをえなくなっていたのである。
　バツケリズムは，1951年総選挙で敗北した労働党政府の蔵相ゲイツケル（H．Gaitskel1）と新たに成
立した保守党政府の蔵相バトラー（RA．　Butler）の名の合成語であり，「ケインズ卿の教義にもと
　☆本学経営学部教授
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つく計画化と自由との興味ある混合D」あるいは「公共部門の境界についてのバツケル主義的合意
（Butskellite　agreement）2）」といわれるように，福祉国家と基幹産業国有化を柱に肥大化する公共部門
に依拠しつつ総需要を管理し完全雇用を達成するという政策基調を意味した3）・こうしたバツケリズ
ムへの現実の政策面での最初の反対ないしそこからの反転の試みは，1957年1月に保守党政府の蔵相
となったソ）一一…：一クロフト（P．Thorneycroft）によって，ポンド防衛のための財政金融両面での引締
めとして行われようとした。バトラーが「貨幣総量への固執」とよんだこの政策は，マクミラン（H・
Macmillan）首相をはじめとする激しい反対に遭いソーニークロフトの辞任によって実施にはいたら
なかった。第2のバツケリズムからの反転の試みは，1970年6月に成立したピース（H．Heath）保守
党政権によって行われた。「静かな革命」（‘quiet　revolution’）とよばれたその政策実践は，公有部門の
一部の売却まで含む公共部門の圧縮，民間部門への介入の縮小，所得政策の廃止，労働組合規制，金
融の自由化などまさにサッチャー主義の先駆ともいえるものであった。しかし失業の増大，産業の苦
境に当面してrUターン」を余儀なくされ，一転して再び積極的な成長政策がとって代ることになっ
た4）。
　長期の炭坑ストライキを背景に行われた1974年2月の総選挙で成立したウイルスン労働党政権は，
「社会契約」による賃銀上昇の抑制と福祉的支出の強化，「イギリス産業の再生」のための国有企業
庁の設置，産業との計画化協定などによってトリレンマからの脱却を図った。しかし，第一次石油危
機の打撃もあってむしろトリレンマが深まるなかで，75年6月からのポンド危機に対処するために，
同政権は1976，77年度に住宅，教育などの公共投資を中心とする大幅な財政支出カット（実質）に転
換した。そして対IMF借款と関連して，1976年9月に同年3月に辞任したウイルスンに代って首相
となっていたキャラバンは労働党大会での演説のなかで，「諸君は支出によって景気後退から脱出す
ることはできない」（‘You　cannot　spend　your　way　out　of　recession’5））と述べ，総需要管理一完全雇
用政策の放棄を灰めかした。現実にも通貨供給量の増大の抑制が明示的政策目標の1つに組込まれ，
76－78年度は，通貨供給量（£M3）が目標内に収まったために，サッチャー政権下の79－80年度の
状況と対比して，広い意味のマネタリスト・ラインでの政策運営のもっとも成功した時期とさえいわ
れた6）。もちろん，サッチャー政権の場合のように，マネタリズムが経済政策の中枢に据えられたわ
けでもないし，いわんや新自由主義が標榜されたわけでもない。しかし，キャラバン政権の政策的実
践のなかに事実上マネタリズムの混入が認めうれるようになったことは，その政策思想上の潮流を強
めサッチャー政権の政策展開への地ならしとなったということができる7）。
　他方，保守党内では，1974年2月と10月との2度の総選挙におけるヒース保守党の敗北はピースの
指導的地位からの凋落を意味していた。1975年にサッチャーは党内選挙でピースを破って党首となっ
た。彼女の勝利は，彼女にたいする積極的な熱意の高まりの結果というより，ピースの不人気で「あ
えて立っものが勝利する」（‘who　dares　wins’）ということであった8）。それは，トリレンマにたいす
るバツケリズムの無力をヒースにみる保守党内の焦ら立ちの表現だったといえるかも知れない。サッ
チャーじしんは，彼女を強力に支えたキース・ジョセフと（Sir　Keith　Joseph）とともに，ピース内
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閣時代はなお「積極支出論者」（‘big　spender’）であったが，ジョセブが，しだいに一潮流を形成しつ
っあったマネタリズムに1974年にまず改宗し，ついでサッチャーがこれに共鳴していった。サッチャ
ーの党首への選出は，「アクシデント9）」あるいは「農民革命’°）」（‘peasant　revolution’）あるいはさら
に「政党のハイ・ジャック11）」といわれたように，ひとの意表をっくものがあり，マネタリズムを明
確な争点としていたものでもなかった。サッチャーを党首に押し出した力は，バツケリズムー労働へ
の宥和政策にあきたらない混然たる勢力（「経済の福音主義者たち〔‘economic　evangelicals’〕）であっ
た12）。そうした勢力の経済理論ないし経済思想の集約的表現がマネタリズムであったといえよう。そ
れは，反ケインズ主義＝反バツケリズムの諸イデオロギーの人格的表現ともいうべきサッチャーとマ
ネタリズムとの関係でもあった。
　ともあれ，サッチャーが党首となった野党保守党の内部では，サッチャーに期待した勢力が伸長
し，党外では，マネタリズムを混入させたキャラバン労働党政権が，なお政策の主柱としていた「社
会契約」に失敗し，トリレンマを克服しえないでいる過程でマネタリズムがいよいよ政策思想の主潮
流の一つとなっていった13）。前述のキャラバンの「支出によっては景気後退からは脱出しえない」と
いう発言が，　ミマネタリズム以外にない多という1979－82年に度々繰返される断言14）につながってい
き，サッチャー一政権の登場となったのである。
1）S．Brittan，　Steering　the　Economy，　the　Role（ゾ伽Treasury，　Secker＆Warburg，1969，　p．12．
2）B．Jones（ed），　Political　Isseres　in　Britain　Todαy，　new　ed．，　Manchester　U．　P．，1987，　p．102．
3）　「このこと〔完全雇用一引用者〕の達成のための需要管理に疑問をもついかなる政党も，世論調査や意識
　調査が，問題が選挙民にとって決定的に重要であることを示していたから，票を失うことになるだろう」
　（lbid．，　p．131）
4）　以上については，簡単には，森恒夫「第二次大戦後のイギリス資本主義一完全雇用体制の成立・維持・
　破綻の過程一」（明治大学r社会科学研究所年報』第24一号，1983年，67－69，73－74頁参照。
5）W．Keegan，　Mrs　Thatcher’s　Economic　Experiment，　Allen　Lane，1984，　p．89．
6）　P．Riddell，　The　Th“atcher　Government，　Basil　Blakwel1，　new　ed．，1985，　pp．57－58．
7）キャラバンは「完全雇用が，蔵相のペンの一書きで保証されうるような……居心持のよい世界」の消減
　をも言明した。労働党の1974年の野心的な選挙声明は，拡大，富の再分配，計画経済の推進を約束していた
　が，その実践は「穏健なマネタリズム」といわれるようなものだった（Jones（ed．），　op．　cit．，　p．132）．
　　通貨供給量の増大が目標の1つに入った契機がポンド危機であったことから，1975年6月をマネタリズム
　への政策の「現実の転回点」（‘real　turningpoint）とする見方がある（」．　Tomlinson，　Monetarism：Is　there
　an　Alternative？）Basil　Blackwell，1986，　p．8．
8）　Riddell，　oP．　cit．，　P．23．
g）　Keegan，　op．　cit．，　p．65．
10）　Riddell，　op．　cit．，　p．10．
11）　Keegan，　op．　c！t．，　p．33，
12）もしピースが退陣すれば，後継はホワイトロー（W．Whitelaw）と考えられていたが，ピースは辞意を
　示さず，他方ジョセブは失言で立候補できず，反バツケリズム側からすれば，サッチャーは「不可欠」であ
　った（Cf．　Riddell，　oP．　cit．‘P．22；Keegan，　oP．　cit．，　PP．33．61，64－65）。サッチャーを推した人々とは，
　「アカデミックなマネタリスト，自由市場方式の提唱者，熱烈な減税主義者，公共部門の敵対者，公共資
　金を警察，軍隊そして民間産業へというロビイスト」であった（Riddell，　op．　cit，，　p．16）。また，キーガン
　は「経済の福音主義たち」を構成するグループとして，マネタリスト，右翼（反公共部門，反貧民），「家
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　計経済」論者（借入は罪悪），もっとも重要なものとして幻滅したケインズ主義者をあげている（Keegan，op－
　cit．，　p．35－36）。
13）保守党内ではとくに経済政策の形成に関わるところ（たとえば陰の内閣における蔵相）は早期にマネタリ
　ストの手に握られた（cf，　ibid．，　pp．70－－71，88）。
14）「選択の余地はない」（‘There　is　no　alternative、）という言葉が‘Tina’と略称されて頻繁に用いられたと
　v、う　（lbid．，　p．89）。
2．サッチャー主義とその経済政策
　サッチャー主義にっいて，ゴフ（1．Gough）は「おおまかにいってサッチャリズム＝マネタリズム
十権威主義的ポヒ゜ユリズム（populism）」であるといい，ポピュリズムについては，　「すべての老に有
利に作用する中立的市場というイデオロギーに依拠した，階級的利害を超えていると想定されている
国益へのうったえを表わしている。たとえば，移民や福祉の受手や組合に対する攻撃において，それ
はセクショナルな利害を超えたナショナルな利害を，強力な国家が代表すべき必要を強調する。ただ
し，サッチャリズムは，明らかに，真に権威主義的運動とは異なっている」という。こうしたサッチ
ャー主義は，サッチャーじしんの強烈な個性ないし思想と深く結びついている。リッデルは，サッチ
ャーが頻発する言葉として「自由，自尊心，自立，進取，選択，確信，義務，偉大さ，心そして信
頼」をあげる。これらは多分にヴィクトリァ時代の中産階層の価値観の表明でもあり，それは，サッ
チャーのリンカンシャー，グランザムでの祖母の影響も受けた生い立ちを背景としているといわれ
る。マネタリズムへの信奉も，借金のない節倹を旨とする中産階層の家計を国家財政になぞらえる発
想と結びついている2）。サッチャー主義の主要素であるポピュリズムもサッチャーのものであ尋。ポ
ピnリストとしてのサッチャーは，「女性として，母として，既成勢力の政治の世界でのアウトサイ
ダーとして，法と秩序，家族道徳，そして労働組合といった問題にρいて，ふつうの人々がどのよう
に感じ，反応するかを理解している3）」。「彼女は，郊外のそして地方の中産階層の声である」。そして
「イギリス民衆の大きな部分のもっとも深い感情一絞首刑賛成，反移民を表明している5）」のであ
る。大衆のなかに潜んでいる古き良き大英帝国の時代への憧景一反動的有翼的感情の代表者とし
て，サッチャーはポピュリストだというわけである。これは強力な国家の再生への希求でもある。彼
女はいう。政府の使命は「国民の精神と団結を復興させること6）」であり，政府は「確固たる信念を
もっ政府「（‘conviction　government’）でなければならない。そしてイギリスを駄目にしたのは，福祉
国家であり，大きい政府であり，強力な労働組合であった。これらに対置されるのは，ヴィクトリア
的自由主義一自助の精神にもとつく個人的自由主義であった。サッチャーや「経済の福音主義老た
ち」にとって，不平等は「自由の不可避のそして許容しうる結果7）」であった。こうした自由とは当
然企業＝資本の活動の自由であり，資本主義的企業家は「成長の保証人として」「中心的存在」（‘cent－
rality’）であった。目指すは，　「企業心のための風土を創出すること8）」であった。
　こうして，サッチャリズムにもとつく経済政策の諸原則は，インフレーションの根絶のためのマネ
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タリズムー通貨供給量増大の抑制，公共部門の圧縮と公共部門赤字の縮小，反国有化一公的部門
の民営化（privatisation），民間部門の活動への諸規制の縮小，民間産業の活性化・競争の促進，労働
組合の独占力の解体，法と秩序，そして国防の強化であった。もっとも，これらは原則であって，サ
ッチャリズムの他の半面は現実の政策展開にある現実適応主義（pragmatism）であった。サッチャー
主義とは「挑発的言いまわし十慎重な実践」でもあり，「漸進主義」（‘gradualism’）9）でもあった。
　サッチャー政権の現実の政策展開を概括すればっぎのようになろう。第1のもっとも重要な柱は通
貨供給量の増勢を抑え，その成長率を漸次引下げることであった。具体的には1980年度から採用され
た中期財政戦略（Medium　Term　Financial　Strategy－M．　T．　F．　S．と略称）の要石として通貨供給量
（主として£M3ユ゜））の目標成長率を設定した。その狙いはいうまでもなくインフレーションの抑制
にあった。対象とする通貨供給量として当初は，極端に£M3に重点がおかれた。それは理論的に問
題を含む3っの基本的な仮定にもとついていた。1っは，£M3の成長率とインフレーション率との
間に「予見しうる，因果関係」がある，1つは，公共部門の借入れは£M3の第1次的決定要因であ
る，いま1つは，公共部門借入れは利子率の水準の第1次的決定要因であるということであった1’）。
　ともあれ，1979年度6月予算から86年度までの£M3成長率の目標幅と現実の数値とは次の表1の
ようであった。一見して明らかなように，現実の成長率は概して大幅に目標値を超えていた。82年度
　　　　　　　　　　　　　表1　通貨目標（成長率，％）tg79－86年度
会計年度 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986
1979予算：）
1980戦略D
1981戦略1）
1982戦略2）
1983戦略2）
1984戦略
1985戦略
1986戦略
7－11
7－11 6－10
6－10
??
【「「「???
???
?﹇【??
6－10
5－9
11－15
£M3の実際の
成長率 12P ・gl 1319・・ 9．4 15 ・6・・1・8・…
　注1）£M3のみ。　2）£M3のみでなく，M1およびより広い集計量であるPSL2（民間部門流動性一
　　　Public　Sector　Liquidity．　M　3に加えて建築組合預金も含む）にも適用。　3）86年9月までの1年間。
　出所Riddell，　oP．　cit．　P．69；National　lnstitute　Economic　Reviexv（以下N．1．　E．　R．と略称），2／85，　P，6，
　　　2／86，p．16．
には，目標値の大幅な上方修正が行われざるをえなかった。サッチャー主義といえども急増し高水準
に推移する失業を前にしては，80，81年度M．T．　F．　S．にみられるような通貨供給量の成長率の段階
的低減を強行することは不可能だったわけである。同時にこのことは，サッチャー主義の現実適応主
義の一面を示すものであった。
　こうした通貨供給量増大に対応したのは公共部門の赤字の増大一P，S．　B．　R．の増大であり，民間
部門の対銀行借入れの増大であった。後者は会社部門と個人部門の借入れ増大であった。具体的には
1979年から80年にかけての通貨膨張には，「会社による引続く強力な信用需要」が対応し，80年には同
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年6月のいわゆる「コルセット」（‘corsetL補足的特別預金〔SupPlementary　Special　Deposits－SSDs
と略称〕）の廃止が重要な要因となった。同様に，82年上半期の£M3の急増と並行した銀行の民間
貸出しの増，83年には国債の大量売却および銀行の対産業貸出しの低下という£M3抑制要因と個人
部門のいぜん高い借入れ，84年には公共部門への銀行貸出しの増，っいで会社部門の大量借入れの継
続，85年の銀行の対会社貸出しの増，86年の銀行の対民間貸出し，とくに個人部門への貸出しの増が
指摘されるといった具合であった。12）
　だが他方では，£M3の急成長にもかかわらず，物価は1979－80年の第2次石油危機による急騰
後，イギリスもかなり急速に鎮静に向った（後述）。このことは，他の通貨供給量指標であるMO，　M
1（82年からはM2の集計が行われるようになる）の動きとの不整合性もあって，£M3の通貨政策
規準としての意義を低下させることになった。早くも1982年初めに，その「指標としての信頼性と統
禦可能性……にっいての疑い」が指摘され，「M．T．E　S．の経路からのもっとも目立った逸脱があっ
たのは，その注意の焦点が£M3の成長率への極端な強調からより伝統的な近似的な対象短期金利
水準と為替レートの方へ移動した通貨政策の分野でであった13）」といわれた。そして1986年には，そ
れは「経済活動やインフレーションの先行指標としてきわめて信頼し難いことがわかった。当局はい
まや，やっと，通貨政策の目標としてそれを放棄しつつあるユの」といわれた。
　通貨供給量の増加テンポを抑えるもっと．も重要な手段は，サッチャー政府が同時に金融自由化を進
めていることからすれば，金利水準の変更一引上げでなければならなかったが，それは，国内の景気
動向，国際収支，為替相場などへの配慮なしには政策決定をなしえなかったから，その面からも財政政
策はデフレーション的とならざるをえなかった。それは，前述の理論的仮定にも適っていた。ただし
サッチャー主義の経済政策の主要原則の1っである財政緊縮一公共部門の縮小は，もちろんそれだ
けの理由で設定されたわけではなかった。肥大化した公共部門はその収支の膨大な赤字（そ劃は公共
部門借入必要額〔Public　Sector　Borrowing　Requiment－P．　S．　B．　R．と略称〕として把えられる）を伴い
インフレーションの元凶とみられたばかりでなく，それが内包する福祉国家の拡大は自立，自助の精
神に反し，勤労意欲を阻害するものであったし，公有企業の拡大は非能率の拡大であり，民間企業の
蓄積活動への阻害を意味した。財政収入の面でいえば，それは重税（とり、わけ高所得者への）となり，
この面でも経済活動のエリート層の勤労意欲を阻害するし，赤字に対処する民閲資金の吸収は民間部
表2　P．S．B．R．　　　　　　　門の金融を圧迫する（＝クラウディングアウトcrowding　out）。
　　　　　（対G・D・P・比・％）　　こうした公共部門圧縮の主張のなかには，「独特な破壊的能力・5）」
年1目劇成果
1980／1 3・・7515・・
1981／2 3．0 3．4
1σ82／3 2・・251　…，
1983／4 1．5 3．2
出所Tomlinson，　oP．　cit．，　P．13．
（‘unique　disruptive　capability’）をもつ公共部門労働組合への敵意
も潜んでいた。こうした公共部門の圧縮は，国家財政の面では，
具体的な中期財政戦略の目標としてはP．S．B．　R．の圧縮，とくに
対国内総生産（Gross　Domestic　Product－G．　D．　P．と略称）比の
縮小という形を乏った。1983年度までにっいては表2のようにな
る。いずれの年度も結果は目標値をかなり上回っていた。ただ
　　　　一　172　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第26巻第2号　1988年3月
し，それでも第2次石油危機以後の財政規模拡大の抑制としては，主要7力国中最大といわれた16）。
以後，P．　S．B．R．の対G．　D．　P。比は1984年度3．・1，85年度1．6，86年度1．0（各％）と推移した（86
年度は大蔵省予測）。1975－79年度が10．9，7．9，4．4，5．5，5．0（各％）と推移したことと対比する
とかなりの相対的圧縮を達成したといえる17）。同時にこの圧縮が，前労働党政権下ですでに進行して
いたものの強化であったこともうかがえる。もっとも，それが直ちにイギリス経済に対する財政面か
らのデフレーション効果の強まりを意味するわけではなかった。財政支出・収入の構造，景気の情
況，公有財産の売却といった諸要因を考慮した財政スタンス（fiscal　stance）でいえば，次表のように
厳しい緊縮から徐々に緩和に移る傾向はあった。それは，かなりの程度景気のどん底から回復，上昇
表3　財政スタンスの変化D1979－85年度
・979／・・1・・／・・1・・／82i82／83i83／84184／85185／86
一〇．48 一〇．47 2．1 十〇．7 十〇．3 十〇．2 一〇．9
注　1）　一は緊縮，十は緩和を示す。
出所　　N．LE．R，1／83，p．8，1／84，p．8，1／86，p．9
の反映であった。ただ85年度は再び引締め的となったと推定されている。
　こうしたP．S．B．R．の相対的圧縮に寄与したのは，公有資産の売却一民営化の推進であった。そ
の元来の狙いは公有企業の非能率の民営化による克服，いわゆる民活そして頑強な公共部門労働組合
の公有企業部門における弱体化であったと考えられる’8）。しかし，非能率公有企業の活性化といいつ
つも，現実の民営化は，黒字の公有企業のそれであることが多く，その高価格での売却による国庫収
入はP．S．B．R．の圧縮に大いに役立っていたのである。しかも，公有企業の独占的性格に対置した
民営化による競争の導入という唱い文句と裏腹に，大蔵省は最大限の売却収入をえようとして，企業
分割を行わず巨大性を維持しようとした（例，British　TelecomおよびBritish　Gas　Corporation19））。
この辺りは，サッチャー政権の政策にしばしばみられる不一貫性一現実的適応主義的な本音と建前
の使い分けがうかがわれた。そして，公有企業へのイデオロギー的な激しい攻撃とは別に1979年の選
挙声明でも2，3の産業の半数未満の株式売却という「B．P．方式」（‘British　Petroleum　Solution’）
に固執していた2°）。民営化（privatisation）という言葉も，83年の末頃にはまだ「どんな辞書にも入っ
ていず，もうそうなるかどうかはますます疑わしい21）」という状況であった。
　サッチャー首相は，内閣をサッチャー主義者（Thatcherites）で固めることにも漸進的であり，民営
化の徹底に批判的なピース派（‘wets’と呼ばれる）からも当初は閣僚に加えていたが，「改造」（‘reshuf－
fle’）ごとに排除ないし要職外しを行っていった。そして「改造」を経て民営化方針は明確になり対
象についての構想も拡夫した。その最初は1981年であり，1983年総選挙の時点にその姿勢は本格的と
なった22）。表4がそれを示している。同表では，1984年度までが実施済みであり，1979－84年度で総
額73億8000万ポンドに達した。83年度以降，株式売却の規模が急拡大している。さらに注意しなけれ
ばならないのは，民営化は公有企業の売却にとどまらず，市営住宅の売却としても大規模にすすめら
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表4　公有企業株式の売却額 （百万ポンド）
1979／80
BP（5％）
ICL（25％）
Suez　Finance　CQ．
　小計
1980／1
Ferranti（50％）
Fairey（100％）
British　Aerospace（51％）
Automation＆Technical　Services　etc．
Prestcold（100％）
　小計
1981／2
British　Sugar（24％）
Cable＆Wireless（50％）
Amersham　International（100％）
National　Freight　Corporation（100％）
　小計
1982／3
Britoil（51％）
Associated　British　Ports（49％）
British　Transport　Hotels（100％）
International　Aeradio
　小計
1983／4
Britoil
BP（7％）
Cable＆Wireless（25％）
　小計
1984／5
J．H．　Sankey　　　　　　　　　　　　　　　’
Scott　Lithgow
Lye　Tinplate
Enterprise　Oil（100％）
Wytch　Farm　Oil（50％）
Associated　British　Ports（48．5％）
Inmos
Jaguar　Cars
Sealink
British　Telecom（51％）
　小計
　合計
276
37
57
370
55
22
195
91
9
372
44
182
64
　5
295
225
46
4
60
371
293
565
260
1，118
　12
　12
　16
　392
　215
　51
　95
　295
　66
3，700
4，854
7，380
1985／61）
Britoil（48．8％）
RO　Factory，　Leeds
Hall　Russell　shipyard
Leyland　Bus
Cable＆Wireless（22．7％）
Unipart
Trustee　Savings　Bank
Warshipbuilding　Yards
British　Aerospace（48．　4％）
BA　Helicopters
　合計
450
11
　12
　558
　50
1，000
　122
　400
　27
2，630
将来の候補
短期（総選挙前）
British　Gas（100％）
National　Bus　Company（100％）
British　AirportS　Authority
British　Technology　Group（ex・NEB）
Rolls　Royce
BP（31．7％）
Leyland　Trucks
British　Telecorn（49．8％）
Dockyard　management
Short　BrQS
Ship　repair　yards
British　Airways
　合計
8，000
　200
　800
（100）
3，000
6，000
　200
　20
1，000
19，320
長期（考慮中ないしプレッシャーグループの提唱）
Water　Authorities
British　Airways
Rover’（British　Leyland）
British　Nuclear　Fuels
Electricity　Industry
British　Rail（main・line　stations　and　routes）
London　Regiona1　Transport
BBC（Radios　l　and　2）
Civil　Aviation　Authority
National　Girobank
Post　Offi㏄
British　Coal
Brstish　Steel
Royal　Ordnance　　　　　　　　　　　　　　　　’
b
注1）1985／6は予定
出所Jones（ed．），　op，　cit．，　pp．98－100
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表5　一般政府（中央・地方政府純計）支出の推移，1977－85年 （百万ポンド）
「＼一＿．　　　年支出項目　　　　　　一’‘K－一一一一一．一一一．一一
一般公共サービス
国　　　　　　　　防
公共の秩序・安全
教　　　　　　　　育
保　　　　　　　　健
社　　会　　保　　障
住宅・地域環境
〔う　ち　住　宅〕
リクリエーション・文化
事業
燃料・エネルギー1）
農　・林　・漁　　業
鉱業・鉱物資源・製造業・
建設業
運　　輸　・　通　　信
その他経済問題サービス
そ　　　　の　　　他
〔うち国債利子〕
・977巨9781・97gi・98・1・98・・98211983198411985
総
? ?
　3，213　　　3，963
（　5．2）　　（　5．5）
　6，863　　　7，594
（11．1）　　（10．5）
　2，132　　　2，434
（　3．5）　　（　3．4）
　8，341　　　9，152
（13．5）　　（12．7）
　6，823　　　7，833
（11．0）　　（10．9）
15，013　　17，930
（24．3）　　（24．9）
　5，446　　　5，968
（　8．8）　　（　8．3）
　4，268　　　4，441
（　6，9）　　（　6．2）
　811　　　939
（　1．3）　　（　1．3）
－1，068　　　　　265
（－1．7）　　（　0．4）
　1，059　　　1，112
（　1．7）　　（　1．5）
　1，579　　　2，051
（2．6）　（2．8）
　2，425　　　2，705
（　3．9）　　（　3．8）
　1，691　　　1，607
（2．7）　　（　2。2）
　7，462　　　8，552
（12．1）　　（11．9）
　6，288　　　7，093
（10．2）　　（　9．8）
61．790
（100．0）
72，105
（IOO．0）
????
，「?4?（ ?）??）??）??）??）??）??）??）
???
，?
??（
?????
，?2
?（
????
，??
??
????? ?
，??
，?
??（
??? ?
，?7
?（
??? ?
，??5?（
???
，?1
?（
????
，?1
?（
?????，?1
?（
??????
．????．
，????，?
?
3
?（
（
?????????
「
，?????
?
?
?（ （
?? ??
，?
??（
4，958　　　5，000
（4．8）　　（4，3）
11，488　　12，682
（11．0）　　（10．9）
3，697　　　4，327
（　3．6）　　（　3．7）
12，754　　14，317
（12．3）　　（12．3）
11，629　　13，371
（11．2）　　（11，4）
25，437　　31，044
（24．4）　　（26．6）
8，358　　　6，948
（　8．0）　　（　5．9）
6，134　　　4，530
（　5．8）　　（　3．9）
1，460　　　1，569
（　1．4）　　（　1。3）
1，593　　　　　651
（　1．5）　　（　0．6）
1，641　　　1，692
（　1．6）　　（　1．4）
2，709　　　3，492
（　2．6）　　（　3．0）
3，412　　　4，136
（　3．3）　　（　3．5）
2，248　　　2，745
（　2．2）　　（2．4）
12，676　　14，829
（12．2）　　（12．7）
10，872　　12，708
（10．4）　　．（10．9）
85．342　104，060
（100．0）（100．0）
11 ，803
（100．0）
??? ??
，?5
?（ ?） ?） ?）??）? ??）??）??）??）
??????
，?
＝」?
??）? ?
，?5
?（
?? ?
，???
??? ??
，?
??
??????，?
???
?『 ??
，「?7?（
??????
，?4
?（
?? ??
，?1
?（
?????（
?????
，?2
?（
???
?
??
2?（
????
．
，?4?（
??????
，??3?（
???? ? ?
?
，????????
?? ??
，」?5?（ ）? ） ） ） ?）??）
????
’
，?」??
【????，?4
?（
????
，?
???
????
，?」??
」?
????
，?
??（
?? ?
，??6?（
????
°
，?3
?（
??? ?
，?1
?（
04???，????
???
2
?（ ?
（
????
，??2?（
?????，?4?（
?? ???????．
，????，?
???
??
?（ （
??? ?
，????
128，528　138，662
（100．0）（100．0）
6‘164　　　7，879
（　4．2）　　（　5。0）
17，218　　18，306
（1L7）　　（11．6）
5，890　　　6，166
（　4．0）　　（　3．9）
17，054　　17，505
（11．6）　（11．1）
16，756　　17，837
（11．4）　　（11．3）
42，576　　45，894
（29．0）　　（29．1）
7，630　　　6，798
（　5．2）　　（　4．3）
4，797　　　4，071
（　3．3）　　（　2．6）
2，101　2，280
（　1．4）　　（　L4）
1，440　　　1，642
（1．0）　（1．0）
2，194　　　2，821
（　1．5）　　（　1．8）
2，452　　　2，441
（　1．7）　　（　1．5）
3，284　　　4，098
（2．2）　（2．6）
3，714　　　3，831
（　2．5）　　（　2．4）
18，231　　20，034
（12．4）　　（12．7）
15，743　　17，526
（10．7）　　（11．1）
14 ，704
（100．0）
157，532
（100．0）
実　質　総　支　出2）
　　　　　（1980＝100）…i・5・・9・・ …1・・・…2・・81・5・・11・7・・i・・8・・
対駅雛齢（％）i・7・・848・・1・9・・1・2・253・・454・・153・252・・1・…
注　1）　比較的変動が大きいが，これは，「公社への純貸付け」および「会社証券についての現金支出（純）」
　　の変動による。
　2）　G．　D．P．デフレーターにより算出
出所C．S．0．，　National　Accounts，1986　ed．，　Tables　1．2B，1．16，9．4より作成
れ，また政府収入源となるよりむしろ支出節減となる政府の活動の「民営委託」（‘contract－out’）など
も含む点である23）。
　公共部門の規模の支出抑制によるP．S．B，R．の圧縮は，より直接な経費節減によってもすすめら
れた。表5によれば，中央，地方政府を合わせた一般政府総支出は，実質でみてサッチャー政権下に
その伸び率を年1－2％に落とし，対G．N．　P．比では，1982年までじりじりと増加していたが，以
後徐々に低下してきている。1979－82年にっいては後にみるように実質G．N．　P．が2年にわたる下
降の後僅かに回復しつっあったという事情も考慮しなければならない24）。支出構成でみると，抑制の
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対象としてもっとも顕著であったのは，住宅と教育であった。他方，保健はその比重を維持し，社会
保障はむしろ比重を高めた。サッチャー政権下の人口の高齢化や失業の激増の反映であった。保健に
ついては，「国民保健サービスはわれわれがいるから大丈夫」（‘Nationnal　Health　Service　is　safe　with
US’D）というサッチャー政権の当初の公約がともかく相対的ないし絶対的圧縮を免れさせていた25）。サ
ッチャーのミ偉大なイギリス多再建のスローガンに対応した，国防と「法と秩序」．の強調は，支出構
成比では目立っては現われていなかったが，結局，財政支出面での圧縮は，国防と「法と秩序」の強
化そして保健の水準維持という公約や社会保障支出の思わざる増大などによって制約された。戦後構
築されバツケリズム下に拡大，維持されてきた福祉国家体制は，サッチャ・一一主義による見直しにもか
かわらず，いぜんとしてイギリス資本主義の再生産の分厚い基部となっていたし，サッチャー政権存
続の一支柱となっていたのである。
　財政収入面について簡単にみておくと，所得税の減税は，レーガン政権のようにラップアー理論に
よる景気拡大の柱とすることはなかったが，サッチャー政権の重要な政策の一つではあった。事実・
1979年6月の同政権の最初の予算では，勤労所得税の最高税率を83％から60％に引下げ，上位層の累
進税率の緩和，基礎税率の引下げ（33％から30％へ），諸控除の引上げなどが行われた。その後も，
諸控除の引上げや免税点の引上げが行われた。しかし，79年6月の場合に，所得税減税に対応して付
加価値税の引上げが行われたように，間接税の増税が並行していた。サッチャー政権の税制面での際
立った成果は，直・問比率の変化であった。そして，25％の所得税逓減税率適用の所得帯の廃止（79
年6月予算）や国民保険掛金負担の増（他方で給付の引上げもあったが）などもあって，全体として
同政権のはじめに高まった税負担はその後もほとんど下らず，その内部では，間接税比率の上昇に端
的にうかがわれるように，低所得の負担増，高位所得層にとっての減税という傾向をもっていた26）。
1983年度までであるが，次表がこれを示している。これも，サッチャー政権の反福祉国家的志向の1
つの現われであったが，それは同時に財政支出の圧縮が思うに任せず，他方でP．S．B．R．の削減を
図ろうとしたことの結果であった。そして，なおかっ生じざるをえない赤字に対しては，前述の民営
　　　　　　　　表6　勤労所得階層別の粗所得1）に対する所得税・国民保険掛金負担率　　　　　　　　（％）
所得階層2）　1978／9 1979／80 1980／81 1981／82 1982／83 1983／84
独　身　者
　　75％
　　平均
　200％
　500％
夫婦，子供2人
　　75％
　　平均
　一200％
　500％
29．04
31．65
33．80
52．60
20．　80
25．24
29．93
49．70
27．57
29．80
30．95
43．10
32．05’
24．65
27．91
41，20
28．84
30．81
32．12
44．50
22．49
25．84
29．77
42．70
30．63
32．30
34．66
46．70
24．40
27．60
31．37
44．90
31．40
33．20
34．70
46，30
24．90
28．10
31．50
44．40
31．00
33．00
34．00
45．20
24．20
27．70
30．70
43．20
注　1）　関連ある場合には，児童給付を含む　　2）平均所得額に対する各所得層の所得の比率
出所Riddell，　op．　cit．，　p．71
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化収入と北海油田からの収入が少からぬ役割を演じていたわけである27）。
　サッチャー主義は，あらゆる面での福祉国家体制・ケインズ主義一バッケリズムに対する反動と
いうことができ，極端にいえばヴィクトリァ的自由主義への回帰であった。マネタリズムは，あえて
いえば“たまたま”その理論的支柱となったのである。通貨供給量を“小さな政府”のもとで金利水
準によってコントロールしうると考え，金融自由化を推進したのも，その点では空想的仮定によって
いたとはいえ，首尾一貫していた。“小さい政府”も一面では民間部門一資本の自由な活動領域をで
きるだけ拡大すべきだという発想にもとついていた。金融，産業，労資関係，さらには教育などにま
で及ぶ諸規制・枠組の緩和ないし撤廃一“自由化”もサッチャー主義に発する政策の基軸的一環であ
った。具体的にはとくに金融面で政権成立後問もない為替コントロールの廃止（79年10月24日），80年
6月の「コルセット」の廃止，1986年10月27日の「ビッグ・バン」（‘Big　Bang’）にいたる資本市場の
自由化，1982年7月の突然の割賦購入規制の廃止など，自由化の推進は積極的であった。しかし，産
業面では，むしろ不徹底が目立った。野党時代のサッチャー保守党の「産業政策の支配的な特徴はそ
れがないということであった28）」。景気が強く下降した1980年に産業の困難が深まったが，サッチャー
主義者の間では，むしろそのことを通して淘汰が行われることを期待しているかのようであった29）。
しかし，ここでもサッチャー主義の現実適応主義が顔をのぞかせるが．ほどなくサッチャー政権は，
まず「足の悪いあひる」（‘lame　ducks’）グループといわれた公有企業ブリティッシュ・レイランドや
ブリッティッシュ・スチールなどの救済に手を染め，さらにハイ・テク部門のとくに中小企業の助成
にのり出した3°）。
　“自由化”が積極的にすすめられたもう1っの分野は労資関係のそれであった。それは，政権発足
と同時の所得政策の廃止一自由な賃金交渉への移行，クレッグ委員会の廃止（1980年8月表明），55
万人の公務員職員に影響を与える給与合意機構（pay　agreement　machienery）の停止（1981年）などに
現われた。中小企業における低賃金雇用の創出を促す狙いをもって賃金審議会の廃止も打ち出されて
いた。とはいえ，ここでも，第2次石油危機下の賃上げ攻勢に遭って，サッチャー政権は，賃銀抑制
政策をとらざるをえなくなった。「少くとも公共部門に対して明示的な所得政策により近いところに
移行31）」したのである。サッチャー主義的な労資関係の“自由化”は，より明瞭に労働組合の「民主
化」政策に現われていた。1980，82，84年の労働組合関係立法は，クローズド・ショップ制の緩和，
同情ストライキの違法化，ストライキにっいての組合員の秘密投票の義務づけ，政治献金の点検など
を規定した。これらは，サッチャー政権にとっては“自由な労資交渉”の枠組であったといえるし，
また，経営側の労働に対する優位回復の条件でもあった32）。
　以上の労資関係の“自由化”は，労働市場の「細分子化」（‘fragmentation’）を目指したものでもあっ
た。そして，激増する失業にっいてサッチャー主義者の代表的存在であり，現在蔵相をつとめるPt・一一
ソン（N．Lawson）の「新現実主義」（（‘new　realism’）一「V・かなる政府も完全雇用を保証しえず，政
府が失業の水準に影響を与えうることは，ごく限られている33）」という広汎な認識一への言及も，失
業を労働市場の自由な運動に委ねるという含意をもっていたといえる。財務次官（Treasury　minister）
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リドレー（N．Ridley）は「高い失業水準は，われわれが果しつつある進歩の証拠である34）」とまでいっ
たが，高失業が労働市場に自由な競争を促し，賃金が労働力商品の需給関係によって決定される一
押し下げられることへの期待を込めていたものと思われる35）。
　といっても，サッチャー政権は，失業問題に対してまったく無策の策でいたわけではない，それな
りの“雇用”政策ないし“失業削減”政策を展開していたのである。それらは，いくつかの職業訓練
計画（とくに若年層対象）（Youth　Training　Scheme，　Young　Workers　Schemeなど），補助金による
若年労働者の低賃金雇用の助長（YOP－Youth　OpPortunities　Programme），パート・タイム雇用の
補助金による促進（Job　Splitting　Scheme），高齢老の早期退職一若年者雇用の促進（Job　Releasing
Scheme），長期失業老の地域ボランタリー事業への参加促進（Community　Enterprise　Programme），自
営業助成（Enterprise　Allowance　Scheme）など多彩であった。一見して明らかなように，これらは
積極的な雇用創出政策とはいえず，むしろ大量失業を前提にして失業者には数えられない人々を創り
出すていどのものであった。1981年はこうしたサッチャー政権の雇用政策の「画期」といわれたが，
その対象老数は1982年の34．8万人から85年に60．5万人，87年の予測では84．3万人，88年以降は100万
人を超えるものとされていた36）。
　統計上の失業削減のためのより“直接的な”方策も同時に講じられた。それは，「失業」の把握方
法の変更，求職意思の確認の強化などであった。「登録失業者数」の把握については，それまでの雇
用事務所に登録していた人数から82年10月に給付請求者のコンピュータ集計を基礎とするものとなっ
た。これによって約2万人の身障老がはじめて統計に入ることになったが，統計では約10万人の純減
となった。現実に失業手当を受けている者を受給対象から外す給付管理の強化によっても統計上の失
業者数の減少が図られた。失業手当受給者が必ずしも本当に職を求める「失業者」とは限らないとい
う主張も行われていた37）。1つの方法は，新たな適職性テスト（work　availabitity　test）の導入であり，
いま1っは，再スタート相談面接（restart　councelling　interview）の導入であった。前者は86年夏に試
行された後，10月から本格化したが，失業給付事務所での求職者の仕事に対する適用可能性について
の質問を強化するもので，これによって，かなりの受給者が手当を請求しなくなったり，給付を許さ
れなくなった。また後者は，はじめは1年以上，後に6カ月以上失業している者を全国的に再就職の
ための面接に招び出し，求職の意思や適用可能性を確認するものであり，86年1月に試行され，7月
初めに全国的に施行された。これによって，面接不参加や面接の結果で受給資格を失う老が少からず
生じたのである38）。
　こうして，サッチャー主義の政策的実践は現実適応主義的な弾力性を示しながらも，雇用に関する
限り需要創出手段にうったえることを拒否し続け，「政治的な粉飾」（‘political　window　dressing’）と
評される雇用政策を打ち出した。では，サッチャー政権下の経済過程はどうであったろうか。
1）　R三ddell，　oP．　cit．，　P．7．
2）　　Ibid．，　pp．7，162．
3）　Ibid．，　p．　g．
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4）Ibid．，　P．11．サッチャーがしたいことは，「地方活動家の偏見を体裁のよいものにした」ことであった（lbid．，
　P．193）．
5）　Keegan，　op．　cit，　p．197．
6）　Riddel1，0p．　cit．，　pp．1，41．
7）　　Ibid．，　P．26．
8）　　Ibid．，　pp．26，165．
g）　Ibid．，　p．162．
10）　通貨の範囲はMO（流通紙幣・鋳貨），　M1（流通紙幣・鋳貨十民間部門保有のポンド当座預金），　M2
　（流通紙幣・鋳貨十利付の有無に関わらない全種類の小売銀行預金），£M3（流通紙幣・鋳貨十銀行および
　割引商会への民間・公共のポンド預金），PSL　2（表1の注1）参照）がある（F．　T・Blackaby（ed・），　British
　Economic　Policyヱ960－74，　Cambridge　U．P．，1978，　p．250；N．　L　E．　R．，4／85，　p．21）．
11）Keegan，　oP．　cit．，　PP，144－45．　P．　S．　B．　R．と£M3との関係については，西村閑也「サッチレー政権
　下の英国におけるマネタリー・コントロール」（『証券研究』Vo1．79，　Sep．1986）1－2頁参照。
12）　N．L　E．　R．，2／80，　p；29，3／80，　p．33，4／82，　p．20，4／83　p．15，2／84，　p．18，4／84，　p．18，　3／85，　p．18，
　Keegan，　op．　cit．，　p．149．「コルセット」は銀行の利付適格債務の成長率を制限し，これを超えるような貸出
　しにはペナルティを課すという，信用統制手段で，1973年に導入された。西村，前掲稿，14頁参照。
13）　　ヱ〉．L　E．　R．，1／82，　pp．6－7．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L14）　Ibid．，4／86，　p．16’
15）　　RiddeU，　op．　cit．，　P．187．
16）　　Ibid．，　p．117。
17）　1＞．J．　E．　R．，3／86，　p．18，1／87，　p．14，2／87，　p．14，3／77，　p．15，3／78，　p，15，3／80，　p．34．
18）　強力な組合に組織された，保護ないし独占市場での160万労働者と多額の債務を抱えた18の最大の国有産
　業は，サッチャー主義者たちにとっては，「恐竜」であり，「恐ろしい，有毒の，体を衰弱させる，貧欲なそ
　して出血症」と呼ぶものであった（Jones（ed．），　op．　cit．，　p．101）．
19）　　Ib圭d．，　pp．107－108．
20）　Riddell，　op．　cit．，　pp．35－36．
21）　Obserz，er，23　Nov．1983　in　Jones（ed．），　op．　cit．，　p．102．
22）　Riddell，　op．　cit．，　p．170；Jones（ed．），　op．　cit，，　p，102．
23）1985，86，87年度の民営化による中央財政収入は，26億ポンド（推計），44億ポンド（同），50億ポンド
　（予測）であった（Financiαl　Statement　and　Budget　Report　1986－87，　Mar．1987，　p．7；1987－88，
　Mar．1987，　P．7）．1979－83年の市営住宅売却額は45億5，000万ポンドといわれる（Jones（ed・），　oP・cit，
　P・105）。またRiddell，　oP・cit・，　PP・39，154－57，257参照。民間委託についてはibid・・PP・138・162・178－
　79参照。なお民営化が株式売却や市営住宅売却を通して大衆株主や大衆的家持ちを作り出し，保守党支持層
　を拡大するという重要な狙いがあったことも注意を要する。サッチャー主義のポピュリスト的側面の現われ
　である。
24）　クレッグ（Cleg9）委員会（Commission　on　Pay　Comparability）の賃銀引上げ勧告を背景とした労働攻
　勢や党内でなお力をもっていた穏健派の引締めに対する強い反対もあった（Cf・RiddeU，　oP・cit・，　PP・　39・137
　－39；Keegan，　op．　cit．，　pp．137－39，171－72）．
25）　Ridde11，0p．　cit．，　pp．144－46．
26）イギリス中央財政租税収入における直接税対間接税等の比率は，1978年の62対38から85年の56対44まで
　変わってきている（日本銀行r国際比較統計』1987，表32），また国税・地方税・社会保障負担額の対国民
　所得比は，78年の43．4％から82年の52．2％まで上昇し，83，84年に50．9，51．・3％となった（同上，表34）。
27）北海油田からの財政収入は，76年度の8，000万ポンドから79年度23億ポンド，82年度77億ポンド（推計）
　とサッチャー政権期に急増した（F．J．　Atkinson，　et　al．，‘The　Economic　Effects　of　North　Sea　Oi1。’N．
　LE．R・，2／83，p．39）．それは85年度に115億ポンドに達したが，86年度には48億ポンドに激減し（共に推
　計），87年度は39億ポンドと予測されている（Financial　Statement，　oP・cit，1986－87・P・7；1987－88・
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28）　Riddell，　op．　cIt．，　p．35．
29）　Cf．　Keegan，　oP．　cit．，　PP．148－49．
30）小企業は，サッチャーによると，「企業家精神の核心」であった（Riddell，　op．　cit．，　p．183）．
31）　　Ibid．，　pp．125－26．
32）　　Ibid．，　pp．187－99．
33）　　Ibid．，　p．3’
34）　Jones　（ed，），　oP．　cit．，　PP．132－33．
35）　サッチャー主義にとって，失業の主要因の1つは，高賃金であった。サッチャーじしんが「労働者たち
　は，職を失うように自分たちの価格をつけている」（‘workers　were　pricing　themselves　out　of　jobs’）と主
　張した。（M．　Holmes，　The　Fiast　Thatcher　Government　1979－1983，　Wheatsheaf　Books，1985，　P，86）．
36）N．LE．R．，1／87，p．20．
37）　Holmes，　op．　cit．　pp．92－93．
38（　N．LE．R．，1／87，p．2Gトー－21；2／87，p．18．
3．サッチャー政権下のイギリス経済
　ウィルスン・キャラバン労働党権からサッチャー政権にいたるイギリス経済の動向は図1によって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t幽　　　　　L示される。まず，経済成長率をみると（図1（A）），第1次石油危機による落込みから，労働党政権下
に緩やかな成長が続いたが，第2次石油危機で，サッチャー政権の出発当初に前回を上回る落込みと
なった。そこからの回復はより遅れ，ようやく83年以後，前労働党政権下並みの成長率となった。そ
の点は，同図⑧の産出高の推移にも明らかである。そしてそのなかでも，製造業の生産は，落ち込み
はより大きく，回復は遅れた。その後の増勢は前政権期より大きかったが，石油危機以前の伸び率の
諸ピークはほとんど常に5％を超えていたのに，70年代後半以降は5％に達する年はなかった。さら
に総国内生産の1986／73年比は19．9％増，同じく全産業産出高は1曾．0％増であったが，製造業生産は
9．1％減であった1）。製造業生産は1986年になっても前ピークを大きく下回っていたのである。
　固定投資（粗固定資本形成）は以上の動向をさらに強めて表わしていた（図1（C），◎）。総固定投
資は，やはり第2次石油危機時に急激に低下し，その後の回復・増勢は，労働党政権下の不振に比べ
れば，かなりの速さであった。部門別にみると，公共部門と製造業とはおおかた不振であった。公共
部門の固定投資は，1983年の例外的伸びを別とすれば，85年まで，時に非常に大幅に毎年低下し続け
た2）。製造業投資も急減の幅に比べれば回復の度合は小さく，サッチャー政権下でも1984年の急回復
以外は不振をきわめていた。これらに比べて民間部門の固定投資は，落込みも比較的小さく，サッチ
ャー政権下はやや不安定であったが回復増勢ははるかに着実であった。これは製造業以外の部門，と
ぐに配給・事業向けサービス投資と住宅投資の増大に牽引されたものであった。ちなみに製造業の固
定投資の水準は，1986年にも，79年を22％も下回っていた3）。
　1979年の石油危機を契機とするイギリス資本主義の景気後退は，それじしんとして第一次石油危機
の場合以上に深く，かつ国際的にもより深刻であった。その要因として数えられるのは，サッチャー
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図1　イギリス経済指標，1975－86年
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　　　分母となる労働人口に自営業者と
　　　兵役従事者を含める。
　　2．失業率を除いて，すべて対前年
　　　比（実質）
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図2　原油価格，輸出・入数量，金利，ポンド・・レート，1978－1987．1
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　注1）月末相場の平均；2）最終金曜日；3）IMF指数　　　　”
　出所原油価格は，目銀『国際比較統計』昭和61年6月，45（2），62年6月，45（2），金利およびポンド・レ
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政権による引締め政策，北海油田の操業の本格化によるイギリス国際収支の大幅黒字一ポンド高，
大規模な在庫減らしなどであった。既述のように，サッチャー政権の財政緊縮政策は，必ずしも所期
のようなP．S：BR．の縮減とはならなかったが，政策スタンスとしてはデフレ的であり，図2にみ
るようなポンド相場の急上昇に当面した産業界の苦情に関わらず，むしろこれを弱小資本整理の機会
とみる傾向さえあったの。利子率は前労働党政権末期から上昇していたが，石油危機でいちだんと高
められ，80年末から81年にかけて引下げられたとはいえなお実質的に高金利であり，同時に前労働党
政権の所得政策の失敗にも由来する「賃金爆発」が労働コストをいちじる’ｵく高めていた（図1）。産
業の資本収益率は急落し（図3），その「窮迫借入れ」（‘distress　borrowing’）が£M3を高める一因
となった5）。79年末に記録的レベルに達していたといわれる在庫の急激な調整（減少）が生じたのは
当然であった（図3）。これと表裏して製造業の産出減とともに設備能力の稼働状況も大いに悪化し
（図4），並行して失業（新ベース）は79年の123万人から81年第4四半期には261万人に一挙に140万
人近く増大した6）。
　こうした厳しい景気後退もほぼ81年半ばを底にして徐々に回復に向うが，それにはV＜くつかの要因
が働いていた。まず大幅な在庫調整が80，81年に急激に進み，82年にはそのテンポが緩み，83年にな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一182　一
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ると僅かながら在庫の増大に移行し
た。民間住宅投資も79年以来の減退傾
向から82年に増勢に高じはじめ，　“ブ
ーム”といわれる状況になった。81年
秋以降の金利の低下と失業増大の最中
での実質個人所得の増大に基礎をおい
たものであった。物価上昇率のいちじ
るしい鈍化がそれらのベースにあっ
た。図1（F）にみるように，時間当り収
入も（製造業）その伸び率を目立って
低下させたが，物価の昇率を絶えず上
回っていた7）。雇用量は83年まで減少
を続けていたから，雇用所得（実質）
も81，82年に減少したが，就業者の実
質所得は徐々に増大していたのであ
る。それは同時に，サッチャー政権下
に進行したといわれる所得格差の拡大
ないし労働人口の分極化の一端を示す
ものでもあったが。こうした実質所得
の増大に貯蓄率の低下が加わった。貯
蓄率（対可処分所得比）は1980年の
15．1％をピークに83年には11．67％と
なり，以後もほぼこの水準を保ったS）。
その主要因は物価上昇率の鈍化によ
り，貯蓄の実質水準の目減りを防ぐ貯
蓄動機が弱まったことにあった。それ
らはまた，より一般的に消費者支出の
増大を意味していた。とくに住宅投資
（％）
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0
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図3　在庫形成，対G．D．P．比
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出所Financial　Statement，　op．　cit，1978－88，　p．28．
　　　　　　図4　製造業能力稼働状況1）
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　注　1）「貴社は満足できる操業率以下で操業していますか」と
　　　いう設問への回答比率
　　　　数値が高いほど，操業状況悪化を示すので，逆目盛に
　　　なっている。なお各年1，4，7，10月の四半期データ
　出所　Confederation　of　British　lndustry，　Quarterly　lndustrial
　　　Trend　Survay　for　UK，　No．105．　July　1987．　New　Rele・
　　　ase，　P・o・
　　　　　　　　　　　「消費者ブーム」とさえいわれてとも結びついて，耐久財への消費者支出が82年以降着実に増大し，
いる。これは金利の低下や物価上昇率の鈍化によって促され，特殊的には1982年7月の割賦購入規制
の廃止によっても押しあげられた。そして，こうした「消費者ブーム」を背景に，配給・サービス部
門の投資も景気後退期中からその堅実さが指摘され以後も製造業部門の不振をよそに，「昂揚」（‘bu－
Oyancy「jが伝えられていた9）。
　こうして，イギリス資本主義は，インフレーションが比較的鎮静化していく状況のなかで，1982年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一183一
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以来緩やかながら経済成長を持続し“消費者ブーム”さえ現出してきた。これは，サッチャー政権が
もっとも誇る経済的成果であった。しかし，図1（A）にも示されるようにその過程で失業はさらに増加
し続けた。それはとりわけ製造業部門の動態と関連していた。さきにみたように，その固定投資は不
振を続けており，1984年の一時的急回復は84年度予算案で投資控除制を段階的に廃止することが明ら
かにされ，これを利用しようとする駆け込み的性格をもっていた1°）。そして，投資の内容は主に既存
設備の更新か効率化・省力化を目的としたものであった’1）。1980年には，半年ほど操業短縮補助金で
雇用が維持されていたものが，それが切れると，やがて産業からの「労働の劇的な振落し」（‘dramatic
shake－out　of　labour’）が生じた。それは産業利潤の急激な圧縮への対応であり，また過剰能力の激減
に対処した工場・プラントの閉鎖・スクラップ化に伴うものであった’2）。そして投資が更新・効率化
を内容とするものであったから，図1（F）にみるように，生産の急落により80年に低下していた労働生
産性は81年から近来になく上昇した。それに応じて賃銀コストもその上昇率を急速に弱め，81－84年
では生産老価格上昇率が，それじしんは伸び率を低下させっっ賃銀上昇率を超えた。設備稼働状況の
改善による固定費の低下がこれに加わり，商工業会社の利潤率もかなり急速に上昇していった（図5）。
だが，このような過剰能力の処理と効率化投資のかつてない進行による利潤率の回復・上昇にもかか
わらず，製造業における固定投資はいぜんとして積極性を欠いていた。商工業会社の利潤増と財務余
剰・配当の増と並んで借入れも増加し，商工業会社の金融資産残高が増大していった13）。ここでも，
産業のマネー・ゲームが展開していたのである。しかも，労働生産性の上昇は，賃銀コストの国際比
較にみる限り決して十分ではなかった。図6がこれを物語っている。実際，ポンド相場の低落傾向の
なかで，イギリスの製造品輸出シェァは82年以後漸次回復しっっあったとはいえ，国内市場への輸入
の滲透ははるかに速く（図7），’製造品の貿易収支は83年には完全に逆転してしまった。82年からの
国内市場の拡大のかなりの部分が輸入に「洩れ」（‘leak’）てしまったのである。
　　　　　　　　　N　とはいえ，この労働生産性の上昇もサッチャー主義が強く唱えて止まない企業家精神の復興を物語
る“成果”であったといえる。だがそれは，量的には大恐慌期を超える失業の大量化・慢性化という
代償を支払い，かっ慢性的大量失業を巨大な圧力とした強圧立法による労働運動の穏健化するなかで
達成されたものであった。労働運動の穏健化は必ずしも賃銀の抑制とはならず，前述のように全体と
して雇用労働者の実質所得は漸増してきた。それは労働運動の穏健化一生産性上昇への労資協調路
線と引換えのものであったともいえそうである。こうした事態は，労働人口のなかの失業者と有業者
との間のおよび有業者間のとくにパート・タイマーの増大による所得格差の拡大を意味していた。
　イギリスにおける失業者数および失業率は，公式統計上の変更によって低くみせる操作が行われ
（図1の注1も参照），また職業訓練や地域ボランタリー活動などの諸措置による“非失業化”14）に
もかかわらず，1986年6月まで増加し続け，同月に321万人に達した。以後その数は徐々に減少し，
87年4月には302万人となるが，この減少のほとんどは，既述のような失業手当支給条件の厳格化と
雇用特別措置の拡大によるものであった。そして，リフレーション政策を拒否したサッチャー政権の
雇用政策はほとんどパート・タイム労働と自営の増大のみをもたらし，雇用統計と失業統計との間に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一184　一
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図5　商工業会社資本収益率（税引前）（A）と収益の対G．D．P．比（B）
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出所C．B．1．，　Economic　Situation　Report，　End　May　1987，　P．18．
　　　　　　　　　　　　図6　製造業単位労働コストの変動（対前年比）
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　　　　　　　　　　　図7　製造品輸出シェア㈹と輸入の国内需要シェア（B）
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大きいずれを生じさせた。たとえば雇用指数は，ボトムである83年（6月）から86年第4四半期に3
％増加したが，失業者数は9．7％増大した。労働人口の増加があったとしても，このずれの大きい部分
は，雇用もされていず登録失業者にも数えられなかった人々（その多くは女性）の労働人口への「参加」
（‘participation’）の増大によって説明されるのである。これがパート・タイム労働や自営の増大で南
　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’zり，その行先は，配給・サービス部門であった。一方常用成年男子労働者の主要な雇用先である製造
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、業の雇用は，86年6月を越えてなお減少しており，83年（6月）－87年第2四半期をとると5．3％減であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌔った16）。サッチャー政権の雇用政策は，雇用増が失業減につながらないという皮肉な一結果をもたら
したわけである。こうして，決して減少し始めたとはいえない大量のそして長期の失業というサッチ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．ヂ
ャー主義の政策のメダルの裏側の事実は，労働人口における二極分化ともいえる状況を生み出した17）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Lo　　　しb　　　．．　　　－1
さらに，有業労働人口の間でも所得格差は拡大した。これらを含めて，クルー（1．Crewe，　Essex
University）は，「2つの労働階級一1つは，伝統的なイングランド北部とスコットランドの市営住
宅に住む人々や公共部門で働く人々，もう1つは新しいイングランド南部に住む人々や民間部門の人
々」という現象に注目していた17）。所得格差の拡大は，サッチャー政権の中小企業における低賃金雇
用の奨励によっても拡大していた。
　この二極分化は，サッチャー保守党を1987年6月の総選挙で三度勝利させる主要因の1っであった
かも知れない。隠された失業老を含めて失業率を15％とみても，残りの8割余がともかくも実質所得
を増大させ，多くが市営住宅を買い，国有産業の民営化により株主となっているという事実がそこに
あるからである。けれども，緩やかになったとはいえ物価上昇率はいぜんとして主要資本主義国のな
かでもっとも高いことに象徴されるように，産業の，とくに製造業の競争力の改善は進んでいない。
サッチャー主義の政策を限界づける真の（芯の）要点はここにありそうである’8）。
1）The　Economist，　Economic　Statistics，1900一ヱ983，1985，　Tables　UK．1，2およびN．1．　E．　R．，2／87，
　Stat．　App．　Tables　1，2より算出。
2）その主因は住宅投資の減であったと考えられるが，民営化の影響も少くなかったことには注意しなけれ
　ばならない。たとえば，1986年は，非住宅投資については，民営化を考慮すれば2％の増加になるといわれ
　る（N．LE．R．，1／87，p．8）。
3）Ibid．，2／87，　Stat．　ApP．　Table　10より算出。
4）　Cf．　Keegan，　op．　cit．，　pp．145－49．
　　　　　　　　　／．5）　Ibid．，　PP．146－47．
6）　N．LE．　R．，2／83，　Stat‘App．，　Table　16．
7）時間賃銀率の上昇を賃銀収入が上回る，賃銀ドリフトの拡大が指摘されていた（Cf．　ibid．，2／82，　P，40，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　も　2／84，p．15，2／85，　p．13．）
8）　Ibid．，2／87，　Stat．　App．，　Table　8．
，9）たとえば，ibid．，2／86，　p．11，なお，こゐ時期における製造業投資に占める，金融会社からの設備リース
　の比重の増大が注目される。それは，72年の3％から82年に23％となり，83年に21％とやや低下した（lbid．，
　1／84，p．10）．
10）　　Ibid．，3／86，　p．9，2／85，　p，12．
11）たとえば，CBI調査（1987年5月）では，過去3年間の主要資本支出の主な理由は回答の78％が，効
　率の増大であった（CBI，　Economic　Situation　Report，　End　May　1987，　P．19）。また，　Jones，　oP．　cit．，　P．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　186　一
第26巻第2号　1988年3月
　133；G．C．　Wenban　Smitli．‘Factors　Influencing　Recent　Productivity　Growth－Report　Qn　a　Survey　of
　Companies，’N．1．　E，　R．3／82参照。
12）N．LE．　R．，4／80，　p．40，1／81，　p．13；Riddell，　op．　cit．，　p，77；Tomlinson，　op．　cit．，　p．23．生産能力（資
　本ストック）に関するデータは「もっとも信頼性が少い」といわれており，現存資本ストック量の算出が，
　製造業の資本財の平均寿命を30年以上と仮定して行われている。ある研究では，資本財の引退は現実には公
　表数字の3倍とみている（Cf．　N．　L　E．　R．，3／84，　pp．23－25）。
13）Cf．　ibid．，2／86，　p．12，2／87．　p．9，1／85，　p．13，4／84　p．7．なお嶋田巧「サッチャーリズムとイギリス経
　済め変貌」（r唯物史観』VoL　29，1986年），31－34頁参照。
14）特別雇用措置による“雇用”でも，若年者訓練制度などは公式の雇用に数えられない（N．LE．R．，2／85，
　P．3）。
15）　Ibid．，2／87，　p．19．
16）　Ibid．，　Stat．　App．　Table　6．
17）　The　Guardian，13　and　14　June　1983　in　Riddel1，0p．　cit。，　p．233．政府の調査によっても失業者層の高
　い死亡率と自殺傾向が明らかになっていた（Cf．　Jones，　op．　cit．，　p，125）。
18）「人々は・85％が影響を受けていないということにもとついて，今目の規模の失業を大目にみようとする
　かも知れない。他方，産業のいっそうの衰退と社会対立の激化が，なお未テストの左翼戦略への転回となる
　かも知れない」（lbid．，　p，138）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（もり　つねお）
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